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はじめに

土壌汚染対策法においては、土地の汚染状況を把握するため、一定の契機を捉えて土地の所有者等に調査の実施を義務づけ、調査の結果、土壌汚染が判明した土地は、人の健康に係るリスクのあるなしに応じて区域指定がなされ、リスクに応じた管理を行うこととされている。
大阪府では、大阪府生活環境の保全等に関する条例において、法に定める土地の形質変更が行われる場合に、土地の所有者等へ履歴調査の実施を義務づけるほか、法や条例の適用を受けない自主調査が適切に実施されるよう指針を定め、技術的な指導・助言を行うなど、法と相まって、大阪府の土壌汚染対策を推進してきた。
平成29年５月19日に土壌汚染対策法が改正・公布され、土地の形質変更の届出に関する規定の整備や、土地の汚染状況を把握する契機の拡大などが行われることとなり、平成30年４月１日と公布の日から２年以内に分けて施行されることとなった。
環境審議会は、平成29年６月６日に府から、改正土壌汚染対策法と整合した条例に基づく土壌汚染対策のあり方について諮問を受け、土壌汚染検討部会において順次審議を行ってきた。
この間、改正法のうち平成30年４月１日に施行された事項に関して、「大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく土壌汚染対策のあり方について（第一次報告）」に取りまとめ、平成29年12月7日に環境審議会から答申したところである。
その後、引き続き、改正土壌汚染対策法のうち今後政省令で具体的な基準等が定められた上で施行される事項、その他府域の状況からみた土壌汚染対策に関する課題に関して、専門的な見地から慎重に審議を行った。本報告（素案）は、これらの事項について、第一次報告の後に４回にわたって審議した結果を取りまとめたものである。

















Ⅰ　審議内容
本部会が審議し、その結果を本報告に取りまとめた内容は、以下のとおりである。
《法改正への対応》
改正土壌汚染対策法のうち第二段階で施行される事項等については、中央環境審議会において、政省令に定められることとなる具体的な基準等についての審議がなされ、平成３０年４月３日に「今後の土壌汚染対策の在り方について（第二次答申）」が答申されたところである。
本部会は、これらの事項について、改正法及び中央環境審議会第二次答申の内容を踏まえて、
（１）操業及び猶予中の工場における土壌汚染状況調査のあり方
（２）条例に基づく指定区域におけるリスク管理のあり方
（３）その他技術的事項等
　の３つの観点から、条例に基づく土壌汚染対策のあり方について検討を行った。

《その他の課題への対応》
　また、府域の状況からみた土壌汚染対策に関する課題への対応として、土壌汚染対策において重要な役割を担っている土地所有者等における情報の不足等の課題や、土地所有者等による自主的な調査等の広がり、府から市町村への規制権限の移譲の進展など、土壌汚染対策にかかわる状況の変化を踏まえて、以下の事項について条例に基づく土壌汚染対策のあり方について検討を行った。
（１）土地所有者等における有害物質使用施設に関する情報の把握
（２）自主調査等の指針における適切な自主調査の実施や基準不適合土壌の措置
（３）自主調査の結果に基づく区域指定
（４）汚染土壌処理業の許可に申請に関する指導指針








Ⅱ　改正土壌汚染対策法の概要
平成29年５月19日に、土壌汚染対策法が改正・公布され、土地の形質変更の届出に係る規定の整備や、土地の汚染状況を把握する契機の拡大などが行われることとなった。
主要な改正内容は次のとおりであり、①については平成30年4月1日に施行され、②～④については、公布の日から２年以内に施行される予定である。

① 土地の形質変更の届出・調査に関する規定の整備等
土地の形質変更の届出に併せて、土壌汚染状況調査の実施結果を提出できることとする。
その他所要の規定の整備
2 土壌汚染状況調査の実施対象となる土地の拡大
有害物質を使用する法対象工場が操業を続けている等の理由により土壌汚染状況調査が猶予されている土地で、一定規模以上の形質変更を行う場合は、汚染のおそれがある土壌の拡散が生じないよう、あらかじめ届出をさせ、土壌汚染状況調査を行わせるものとする。
3 要措置区域内における汚染の除去等に係るリスク管理の強化
要措置区域について、汚染の除去等の措置が適切に計画及び実施されるよう、土地所有者に対する「汚染除去等計画」の提出の指示、技術的基準に適合していない計画についての変更命令を行うとともに、措置完了後の報告を求めることとする。
4 形質変更時要届出区域内におけるリスクに応じた規制の合理化
臨海部の工業専用地域等に位置し、土壌の汚染が専ら自然または埋立材に由来する形質変更時要届出区域について、土地所有者等が形質変更の施行及び管理に関する指針を作成して知事の確認を受けた場合には、土地の形質変更の事前届出に代えて、年一回程度の事後届出とする。
基準不適合が専ら自然または埋立材による汚染土壌について、事前届出を行うことにより、汚染土壌処理施設での処理に代えて、汚染状態や地質が同じ他の指定区域への移動を行うことを可能とする。
同一の契機によって行われた土壌汚染状況調査に基づいて区域指定された区画間において、事前届出を行うことによって、汚染土壌の移動を行うことを可能とする。





Ⅲ　条例に基づく土壌汚染対策のあり方について
Ⅲ-１　土壌汚染対策法の改正を踏まえた条例に基づく土壌汚染対策のあり方
1. 操業中及び猶予中の工場における土壌汚染状況調査
（1） 改正法と中央環境審議会第二次答申の概要
· 法が対象としている、水質汚濁防止法で規定されている有害物質使用特定施設を設置して操業中の工場や、同施設の使用を廃止した工場（以下「法の対象工場」という。）についての、改正法及び中環審答申の概要は以下のとおりである。
1） 改正法の概要
· 法では、水質汚濁防止法で規定されている有害物質使用特定施設の廃止時に、土地所有者等に土壌汚染状況調査の実施を義務づけている。
· ただし、有害物質使用特定施設が廃止された場合であっても、施設を設置していた敷地を工場として使用し続ける場合等、土地の利用の方法からみて人の健康被害が生ずるおそれがない旨の知事の確認を受けた場合については、調査を猶予している。
· 中央環境審議会の第一次答申は、有害物質使用特定施設の廃止に係る土壌汚染状況調査が猶予されていたり有害物質を使用して操業中の工場については、汚染土壌が存在する可能性が高いことから、一定規模以上の土地の形質変更を行う場合には、あらかじめ届出を行って土壌汚染状況調査を行うべきとされた。
· この答申を受け、改正法に、調査が猶予中の工場において一定規模以上の土地の形質変更を行う場合には、土地所有者等はあらかじめ届出を行い、知事は土地所有者等に対して、土壌汚染状況調査を行ってその結果を報告すべき旨を命ずるものとする規定が設けられた。
2） 中央環境審議会第二次答申の概要
· 第二次答申において、操業中及び猶予中の工場のそれぞれについて、届出の対象となる土地の形質変更の規模要件が示された。
· 答申では、改正法と類似の規定を設けている東京都等の条例の施行状況を調査した結果、規模要件を900㎡以上とすれば、3,000㎡未満の土地の形質変更のうち半数以上の届出の契機を捉えることができ、形質変更が行われた面積についても８割程度を把握することが可能であると推計されている。
· さらに、900㎡という面積は、土壌汚染状況調査において、試料採取等の頻度として一つの単位とすることがある等、現行法においても既に用いられている値であることを勘案して、操業中及び猶予中の工場の届出の規模要件を900㎡とすることが適当であるとされた。

（2） 条例の概要
· 条例は、条例で規定している有害物質使用届出施設等を設置している工場や同施設の使用を廃止した工場（以下「条例の対象工場」という。）について、以下の規定を設けている。
1） 条例の有害物質使用届出施設等のすべてが廃止され調査が猶予されている工場
· 条例は、条例の有害物質使用届出施設等の廃止時に、法と同様に、土壌汚染状況調査の実施を義務づけ、工場として使用し続ける場合には調査の実施を猶予している。
· また、法と同様に、猶予中の土地において土地の利用方法を変更しようとする場合に、土地所有者等にその旨を知事に届け出ることを義務づけている。届出された変更後の土地の利用の方法が、一般の人が立ち入ることができるものである等、人の健康被害が生ずるおそれがないとは認められないときには、猶予を取り消す。この取消しの要件に該当しない形質変更については、調査を実施することとはならない。
2） 有害物質を使用して操業中の工場
· 条例は、操業中の法及び条例の対象工場において、敷地の一部を同一の工場以外の用途に利用しようとする形質変更について、その面積に関わらず、土地所有者等に土壌汚染状況調査を実施し、その結果を知事に報告することを義務づけている。
· ただし、変更後の土地の利用方法が、一般の人が立ち入ることがない工場の敷地としての利用である等、人の健康被害が生ずるおそれがないと認められるときには、調査の実施を猶予している。したがって、この猶予の要件に該当する形質変更については、調査を実施することとはならない。
· この規定は、
· 府域では、操業中の工場で実施された自主調査の結果、汚染が判明することが多かったこと
· このような土地においては、一般の人が立ち入るような用途として利用するために形質変更が行われる場合は、人の健康への影響が懸念されること
を踏まえて設けたものである。
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状況調査結果の報告
改正法（省令）に基づく届出


図１　操業中の工場における改正法と条例の届出または報告の対象

（3） 操業中及び猶予中の法及び条例対象工場における土壌汚染状況調査のあり方
1） 条例の対象工場における一定規模以上の形質変更
· 条例の対象工場における有害物質使用届出施設等の廃止時の土壌汚染状況調査は、条例による規制を始めた平成16年１月から平成28年度末までに43件実施されており、このうち３件において土壌汚染が判明している。
· このように、操業中及び猶予中の条例の対象工場の土地は、汚染土壌が存在する可能性が高く、届出や調査が行われずに汚染のある場所や深さ、帯水層の位置が不明な状態で土地の形質変更や土壌の搬出が行われた場合、地下水汚染の発生や汚染土壌の拡散の懸念がある。
· このため、操業中及び猶予中の条例の対象工場についても、3,000㎡未満の土地の形質変更であっても、一定規模以上の土地の形質変更を行う場合には、地歴調査によって当該土地において汚染のおそれが確認された物質について試料採取等を行う等、土壌汚染状況調査を実施することを土地所有者等に求めるべきである。
· 具体的には、現在、条例に規定を設けている3,000㎡以上の土地の形質変更時の報告と同様に、土地の利用の履歴、管理有害物質の使用等の履歴、過去に行われた土壌汚染調査の実施結果等を知事に報告（土地の利用履歴等の報告）するものとし、当該調査の結果、形質変更を行う土地において管理有害物質が使用等された可能性があると認められる場合には、土壌汚染状況調査を行いその結果について報告するものとすることが適当である。


（報告事項）
· 改正法は、猶予中の工場に係る届出事項について、土地の形質変更の場所、着手予定日、その他省令で定める事項としている。
· 中環審第二次答申では、省令で定める事項について、3,000㎡以上の土地の形質変更時の届出と同じ以下の事項とすることが適当であるとされた。
· 氏名または名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
· 土地の形質変更の対象となる土地の所在地
· 土地の形質変更の規模（場所、深さの範囲）
· 土地の形質変更をしようとする場所を明らかにした図面（平面図、断面図）
· また、操業中の工場に係る届出については、中環審第二次答申において、3,000㎡以上の土地の形質変更時の届出での記載事項に加えて、有害物質使用特定施設の種類を記載し、工場の敷地と形質変更を行う部分との位置関係が分かる図面を添付することが適当であるとされた。
· 土地の利用履歴等の報告においては、上記の法に基づく届出事項を併せて報告するものとすることが適当である。
（報告を要しない軽易な行為）
· 改正法は、猶予中の工場において届出を要しない土地の形質変更として、軽易な行為及び非常災害のために必要な応急措置を定めている。
· 中環審第二次答申では、軽易な行為の具体的要件を、法の3,000㎡以上の形質変更時の届出と同様に、次のいずれにも該当しない行為とすることが適当であるとされた。
· 土壌を当該土地の形質変更の対象となる土地の区域外に搬出すること
· 土壌の飛散または流出を伴う土地の形質変更を行うこと
· 土地の形質変更に係る部分の深さが50cm以上であること
· 操業中及び猶予中の条例の対象工場の土地の形質変更についても、これと同様に、軽易な行為及び非常災害のために必要な応急措置については、土地の利用履歴等の報告を要しないものとすることが適当である。
（調査の猶予を受ける土地の範囲の明確化）
· 法は、有害物質使用特定施設の廃止時の土壌汚染状況調査の猶予を受けようとする者は、土地の利用の方法からみて人の健康に係る被害が生じるおそれがない旨の確認を知事に申請することを定めており、条例においても有害物質使用届出施設等について同様の規定を設けている。

· 中環審第二次答申では、確認の対象の土地の範囲を明確にするため、調査の義務がかかっている土地の場所、確認を受けようとする土地の場所の図面を確認の申請書に添付することが適当であるとされた。
· 条例の対象工場についても、これと同様に、確認の申請書にこれらの図面を添付することとする規定を設けることが適当である。
2） 法の対象工場における一定規模以上の形質変更
· 条例は、現行法に基づく3,000㎡以上の土地の形質変更の届出において、汚染状況の迅速かつ的確な把握のため、土地の利用履歴等の報告を併せて行うことを義務づけている。
· 操業中及び猶予中の法の対象工場における一定規模以上の形質変更についても、同様の趣旨から、法に基づく届出に併せて、土地の利用履歴等の報告を行うことを義務づけることが適当である。
3） 規模要件
· 中環審第二次答申では、届出の対象となる規模要件について、人への健康被害の防止、汚染状況の適切な把握、事業者の届出及び調査の実施に係る負担及び行政の事務負担を考慮した検討が行われ、前記のとおり、操業中及び猶予中の工場ともに規模要件を900㎡以上とすることが適当であるとされた。
· この検討において、東京都及び名古屋市の条例の施行状況を調査した結果、規模要件を900㎡以上とすれば、3,000㎡未満の土地の形質変更のうち半数以上の届出の契機を捉えることができ、形質変更が行われた面積についても８割程度把握することが可能であると推計されている。
· 大阪府域について同様の検討に供することができる資料がないため、有害物質使用特定施設を設置している工場の敷地面積の状況について、上記の自治体のうち統計調査結果が活用できる東京都と大阪府の間で比較した。
この比較は、製造業のうち、府域で有害物質使用特定施設を設置している事業所数で上位を占めている金属製品製造業、化学工業、印刷・同関連業について行った。
· 金属製品製造業については、工場の敷地面積別の構成比は、例えば敷地面積が5,000㎡未満の工場の件数は、東京都では86％であるのに対して大阪府は62％であり、敷地面積は全体的に大阪府の方が東京都よりも大きい傾向にある。
また、化学工業及び印刷・同関連業についても、同様に敷地面積は全体的に大阪府域の方が東京都よりも大きい傾向にある。
· このため、仮に条例の対象工場に係る規模要件を第二次答申で示された900㎡としたとき、第二次答申での推計結果と同程度以上の割合で報告の契機を捉えることができるものと考えられる。
· 現時点では、法と異なる規模要件を定める特別の必要性がみられないことから、条例の対象工場に係る報告の規模要件を中環審第二次答申と同様に900㎡とすることが適当である。　
この規模要件については、条例の施行状況等を踏まえ、汚染状況の適切な把握等について点検していく必要がある。
· また、900㎡未満の土地の形質変更については、有害物質の使用の状況に応じて自主調査等の指針に基づき調査等がなされるよう、同指針の普及を図ることが重要である。
4） 操業中の工場における一定規模未満の形質変更
· 条例は、前記のように、操業中の法及び条例の対象工場において、敷地の一部を当該工場以外の用途に利用しようとする形質変更について、その面積に関わらず、土地所有者等に土壌汚染状況調査を実施し、その結果を知事に報告することを義務づけている。
· この規定に基づく土壌汚染状況調査は、条例による規制を始めた平成16年1月から平成28年度末までに10件実施されており、このうち２件において土壌汚染が判明している。土壌汚染が判明した２件は、いずれも900㎡未満の形質変更におけるものである。
· このような状況を踏まえ、操業中の法及び条例の対象工場において、敷地の一部を当該工場以外の用途に利用しようとする形質変更のうち、前記１）の報告及び２）の届出の対象とならない一定規模未満のものについては、引き続き、現行の条例の規定に基づく土壌汚染状況調査の実施及びその結果の報告の義務づけを維持することが適当である。
· また、前記１）の報告または２）の届出の対象となる一定規模以上の土地の形質変更については、これらの報告または届出と現行の条例の規定に基づく報告が重複することになるため、現行の報告を要しないものとすることが適当である。




2. 条例に基づく指定区域におけるリスク管理
（1） 要措置区域内における汚染の除去等に係るリスク管理の強化
1） 改正法の概要
· 中央環境審議会の第一次答申では、要措置区域における措置内容について、誤った施行方法により汚染が拡散したり、措置完了に必要な書類が不十分で措置内容が確認できず解除できないようなことがないよう、措置内容の確認を確実に行うため、措置実施計画の提出や、措置完了報告の義務等について、統一的な手続を設けるべきとされた。
· この答申を受け、改正法では、知事は、土地所有者等に対し、講ずべき汚染の除去等の措置及びその理由等を示した上で、汚染除去等計画を作成して提出すべきことを指示するものとする規定が設けられた。この汚染除去等計画の提出のあった日から30日を経過した後でないと、実施措置を講じてはならないとし、汚染除去等計画書に記載された実施措置が技術的基準に適合していないと認めるときは、その変更を命ずることができるとする規定が設けられた。
また、土地所有者等は、実施措置を講じたときは、その旨を知事に報告しなければならないとする規定が設けられた。
2） 中央環境審議会第二次答申の概要
1 汚染の除去等の措置を講ずる際の手続
· 汚染除去等計画の作成及び提出の指示において示す事項は、講ずべき汚染の除去等の措置及びその理由、講ずべき期限のほか、汚染の除去等の措置を講ずべき土地の場所、汚染除去等計画を提出すべき期限とすることが適当であるとされた。
2 実施措置を行うに当たっての要件
· 措置を行うに当たっては、現行の技術的基準に加え、以下の要件を満たすことが適当であるとされた。
· 土壌溶出量基準不適合土壌が当該要措置区域内の帯水層に接する場合、地下水質の監視及び地下水位の管理を行うこと。
· 当該要措置区域外から搬入された土を用いる場合、搬入土の汚染のおそれの区分に応じた品質管理を講ずること。
· 飛び地間移動に伴う土壌の搬入を行おうとする場合、当該搬入土を含めた措置が適切に行われているかを確認すること。




· また、これらの要件以外に、措置の種類ごとに新たに定めるべき技術的基準が示された。その概要は以下のとおりである。
· 原位置封じ込め、遮水工封じ込め、透過性地下水浄化壁による地下水汚染の拡大の防止、土壌汚染の除去、遮断工封じ込め、不溶化
要措置区域の下流側かつ飲用井戸の上流側に評価地点を設定し、当該評価地点で地下水基準を満たすために要措置区域内で達成するべき土壌溶出量（目標土壌溶出量）及び地下水濃度（目標地下水濃度）を設定すること。
· 地下水の水質の測定
目標土壌溶出量及び目標地下水濃度を設定すること、措置の完了を報告する場合は、将来的に地下水基準の不適合が生じるおそれがないことを確認すること。
· 原位置封じ込め
　詳細調査により把握された第二溶出量基準不適合土壌のある範囲について、深さまでの１メートルごとの土壌を採取し、第二溶出量基準に適合することを確認すること。
· 掘削除去、原位置封じ込め、遮水工封じ込め
　要措置区域内に設置した施設で浄化された土壌を埋め戻す場合は、当該土壌について100m3以下ごとに試料を採取し、目標土壌溶出量以下であることを確認すること。
· 透過性地下水浄化壁による地下水汚染の拡大の防止、原位置浄化
分解する方法により特定有害物質を除去する場合は、地下水の測定において分解生成物についても測定を行うこと。
3 汚染の除去等の措置を講ずる際に都道府県知事に提出する事項
（提出する汚染除去等計画の記載事項）
· 汚染除去等計画の記載事項については、全ての種類の措置に共通する事項として、講じようとする措置、措置の着手予定及び完了予定時期のほか、以下の事項等を求めることが適当であるとされた。
· 講じようとする措置の選択理由
· 措置を講じようとする場所の汚染の状況を明らかにした図面
· 土壌を掘削する範囲と地下水位の関係
· 土壌溶出量基準不適合土壌が当該要措置区域内の帯水層に接する場合の施行方法


· また、措置の種類に応じて定めるべき記載事項が示された。例えば、掘削除去にあっては、把握した基準不適合土壌の範囲及び区画ごとの深度別濃度のほか、以下の事項等を記載することが示された。
· 土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地にあっては、評価地点の位置とその根拠、目標土壌溶出量及び目標地下水濃度とその設定根拠
· 掘削除去を行う範囲
· 掘削された場所に目標土壌溶出量以下の土壌等を埋める方法
· 掘削された目標土壌溶出量を超える濃度の土壌等を浄化する方法その他の方法及び当該方法により目標土壌溶出量以下の土壌または土壌含有量基準に適合する汚染状態となることの確認結果
· 土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地にあっては、観測井の設置位置やその根拠、観測井における測定の対象となる特定有害物質、期間及び頻度、汚染の除去の措置を講ずる前の地下水の汚染状態
（提出を要しない軽微な変更）
· 改正法は、汚染除去等計画の記載事項を変更したときは、変更後の計画を提出しなければならないと定めている。ただし、軽微な変更については提出を要しないこととしており、その要件を以下のとおりとすることが適当であるとされた。
· 措置の着手予定日、知事から示された期限の範囲での完了予定日の変更
· 汚染土壌または特定有害物質の飛散、揮散、流出の防止の効果に影響を与えない施行方法の変更
· 例えば、掘削除去、遮水工封じ込め、遮断工封じ込めにあっては、掘削除去を行う範囲の変更。ただし、目標土壌溶出量を超える濃度の土壌の範囲以外の変更であり、かつ準不透水層または不透水層であってもっとも浅い位置にあるものより浅い範囲の中での変更であり、かつ新たに基準不適合土壌が帯水層に接することがない変更に限る。
（措置に係る工事を終了した際または措置の全てが完了した際の報告）
· 汚染除去等計画に記載された措置を講じたときに行う知事への報告については、措置の内容に応じて、工事の終了時点及び措置の完了時点にそれぞれ報告しなければならないものとすることが適当であるとされた。
· また、軽微な変更を行った場合にあっては、当該変更の内容を報告に含めることが適当であるとされた。



（措置に係る工事を終了した際に報告する事項）
· 措置に係る工事を終了した際の報告については、着手日及び工事終了日、区域外から土壌を搬入した場合にあっては当該土壌に含まれる特定有害物質を測定した結果、実施した措置の内容を明らかにした図面等を報告するとともに、措置の種類に応じて報告を求める事項として、例えば、汚染土壌の除去にあっては、掘削除去を行った範囲、掘削された基準不適合土壌を浄化する方法等とすることが適当であるとされた。
（措置の全てが完了した際に報告する事項）
· 措置の全てが完了した際に報告する事項については、全ての措置に共通する事項として、措置の着手日及び措置完了日等とすることが適当とされた。
· また、措置の種類に応じて報告を求める事項として、例えば、汚染土壌の除去については、地下水の水質の測定の期間及びその結果、当該指定区域内に設置した施設で浄化した基準不適合土壌の埋め戻しにあっては、当該土壌が土壌含有量基準に適合する汚染状態にあることを確認した結果等とすることが適当された。
4 届出等を不要とするボーリングの要件
· 中環審答申は、詳細調査（深度方向調査）が汚染除去等計画の策定等に必要な範囲について実施できるよう、以下に定める要件を満たす汚染の拡散を引き起こさない方法で実施するボーリングについて、要措置区域における形質変更の禁止の例外とし、また、形質変更時要届出区域における形質変更の届出を不要とすることが適当であるとされた。
· 基準不適合土壌の壁面の固定その他の方法により基準不適合土壌がボーリング孔内を通じて拡散しないようにすること。
· 最も浅い位置にある準不透水層より深い位置にある帯水層までのボーリングが終了した時点で、当該ボーリングが行われた準不透水層が本来の遮水の効力を回復すること。
· 掘削に当たって水等を用いる場合にあっては、当該水等による汚染の拡散を防ぐこと。
5 台帳の記載事項の取扱い
· 中環審答申では、要措置区域等の台帳について、実施された調査や措置等の内容に関する記載事項を充実させるべきであるとし、新たに以下の記載事項を追加することが適当であるとされた。
· 調査対象とする深さを限定した調査に係る事項
· 汚染の除去等の措置に係る事項
· 土地の形質変更、土壌の移動及び搬入に係る事項
· 臨海部特例区域に係る事項
· 認定調査に係る事項
· また、指定が解除された要措置区域等の台帳には、指定が解除される理由となった措置、当該措置の完了を確認した根拠を記載し、措置の実施場所及び施行方法を明らかにした図面を添付することが適当であるとされた。
3） 条例の概要
· 条例は、条例に基づく要措置管理区域について、知事が土地所有者等に対して汚染の除去等の措置を指示する規定を設けているが、汚染除去等に関する計画の提出や完了後の報告については定めていない。
4） 府域の状況
（法に基づく要措置区域の指定状況）
· 府域では、平成29年度末までに要措置区域を累計で13件指定している。このうち９件については、既に措置が完了して指定を解除している。
（条例に基づく要措置管理区域の指定状況）
· 府域では、平成29年度末までに要措置管理区域を累計で１件指定しており、既に指定を解除している。
· 現在、大阪府では、土地所有者等に講ずべき措置を指示した後、国のガイドラインに従い、措置の方法の詳細やその工程、環境モニタリングを含む環境保全対策等について計画書を提出するよう指導しており、計画書の提出を受けて措置内容を確認している。また、措置の終了後についても、国のガイドラインに従い報告を行うよう指導している。
5） 要措置管理区域内における汚染の除去等に係るリスク管理の強化のあり方
· 条例に基づく要措置管理区域における措置内容について、府では上記のとおり計画書等の提出を指導しているが、条例に基づきこれらの提出を義務づけているものではないことから、誤った施行方法により汚染が拡散したり、措置完了に必要な書類が不十分で措置内容が確認できず解除できないおそれがないとは必ずしも言えない。
· このため、措置内容の確認を確実に行うことができるよう、条例に基づく要措置管理区域についても、改正法と同様に、汚染除去等計画を作成して提出すべきことを指示するものとし、この汚染除去等計画の提出のあった日から30日を経過した後でないと、実施措置を講じてはならないとする規定を設けることが適当である。


· 汚染除去等計画に記載された実施措置が技術的基準に適合していないと認めるときは、汚染除去等計画の提出があった日から30日以内に限り、計画の変更を命ずることができるとする規定や、実施措置を講じたときはその旨を知事に報告しなければならないとする規定を設けることが適当である。
· また、指示において示す事項等については、以下のとおり、中環審第二次答申の趣旨を踏まえた規定を設け、法との整合を図ることが適当である。
· 指示において示す事項は、講ずべき汚染の除去等の措置及びその理由、講ずべき期限並びに汚染除去等計画書を提出すべき期限等とすること。
· 実施措置を行うに当たっての技術的基準に、土壌溶出量基準不適合土壌が当該要措置管理区域内の帯水層に接する場合、地下水質の監視及び地下水位の管理を行うこと等を加えること。
· 汚染除去等計画の記載事項は、講じようとする措置、措置の着手予定時期及び完了予定時期に加え、講じようとする措置の選択理由や土壌を掘削する範囲と地下水位との関係等のほか、例えば掘削除去にあっては、把握した基準不適合土壌の範囲及び区画ごとの深度別濃度とする等、措置の種類に応じて定めるべき事項とすること。
· 汚染除去等計画に係る提出を要しない軽微な変更の要件は、汚染土壌または特定有害物質の飛散、揮散、流出の防止の効果に影響を与えない施行方法の変更等とすること。
· 措置に係る工事を終了した際または措置の全てが完了した際に報告する事項は、工事または措置の着手日や実施した措置の内容を明らかにした図面等とすることとし、措置の内容に応じて、工事終了時点及び措置完了時点にそれぞれ報告すること。
· 要措置管理区域における形質変更の禁止の例外等とするボーリングの要件は、基準不適合土壌がボーリング孔内を通じて拡散しないようにすること等とすること。
· 台帳の記載事項に、汚染の除去等の措置に係る事項等を加えること。

（2） 臨海部の工業専用地域におけるリスクに応じた規制の合理化
１）改正法の概要
· 中央環境審議会の第一次答申は、都市計画法で規定される工業専用地域では、工場が立地していることから土壌汚染の可能性はあるものの、臨海部にあっては一般の居住者による地下水の飲用や土壌の直接摂取による健康リスクが低いと考えられることから、臨海部の工業専用地域における土地の形質変更については、人の健康へのリスクに応じた規制とする観点から特例措置を設けることとし、土地所有者等の申請により新たな区域（以下「臨海部特例区域」という。）への指定を可能とすべきとされた。
· この答申を受け、改正法に、形質変更時要届出区域であって、土地の汚染が専ら自然または埋立材に由来するものであり、かつ、人の健康に係る被害が生じるおそれがない土地の形質変更については、土地所有者等が「土地の形質の変更の施行及び管理に関する方針」を作成し知事の確認を受けた場合には、事前届出の例外として、一定の期間ごとに事後的に届出を行うこととする規定が設けられた。
２）中央環境審議会第二次答申の概要
1 臨海部特例区域の指定の要件等
　中環審第二次答申では、臨海部特例区域の指定の要件について、以下のとおりとすることが適当であるとされた。
（土壌の汚染の由来に関する要件）
· 汚染が専ら自然由来の場合については、
· 自然由来特例区域の指定の要件を満たしていること
· 土壌汚染が地質的に同質な状態で広がっていること
· 人為的原因及び埋立材に由来する土壌汚染のおそれが「ない」または「少ない」であること、または、試料採取等を実施した場合にあっては、調査の結果、人為的原因及び埋立材に由来する汚染が確認されていないこと
· 汚染が専ら水面埋立てに用いられた土砂由来の場合については、
· 埋立地特例区域の指定の要件を満たしていること
· 人為的原因に由来する土壌汚染のおそれが「ない」または「少ない」であること、または、試料採取等を実施した場合にあっては、調査の結果、人為的原因に由来する汚染が確認されていないこと
（人の健康の被害に関する要件）
· 人の健康に被害が生ずるおそれがないことの要件については、以下のとおりとすることが適当であるとされた。
· 都市計画法に定める工業専用地域または工業専用地域と同等の用途規制が条例により行われている港湾法に定める工業港区であること
· 地下水の主流向の下流側の方向に海域まで上記の地域以外の地域が存在しないこと
· また、「土地の形質の変更の施行及び管理に関する方針」については、以下の事項が定められていることが適当であるとされた。
· 対象地が汚染原因及び人為由来の汚染のおそれに応じて区分けされていること
· 土地の形質変更の施行方法に関する方針については、事前届出の際に求められる方法と同様とし、上記区分けに応じて定められた方法で実施すること
が定められていること。
· 土地の管理方法に関する方針については、以下の事項が定められていること。
（記録及び保管方法に関する事項）
· 土地の形質変更、土壌の区域内移動、区域外からの搬入及び区域外への搬出について、土地の形質変更を行う場所、汚染状態、面積及び深さのほか、以下の内容について記録をし、その記録を５年間保存すること。
· 土地の形質変更の種類、着手日及び完了日
· 土地の形質変更における汚染の拡散の有無及び有りの場合の対応
· 指定区域内における及び区域外への土壌の移動の有無、土壌の移動がある場合にあっては移動量及び移動先
· 地下水の水質の監視を実施した場合には結果の記録
· 汚染の拡散等が生じた場合には実施した対応方法等
· ただし、事後届出の対象外となる通常の管理行為、軽易な行為については記録の対象としないことも可能とする。
· また、土地所有者等と土地の形質変更を行う者が異なる場合は、土地の形質変更を行う者に記録させることが定められている必要があり、記録は土地所有者等が保存すること。
（人為的原因または原因不明な汚染が確認されたことに係る対応に関する事項）
· 人為的原因または原因不明な汚染が確認された場合、汚染が確認された場所等について、知事への連絡及び方針等を変更して届出を行うこと。
· 汚染の拡散が生じた場合、汚染の拡散が生じた場所及び生じた汚染拡散への対応措置等を届け出ることのほか、対応方法及び連絡体制が適切に定められていること。
（その他知事が必要と認める事項）
· 地下水モニタリング等、知事との協議により必要とされた事項を記載すること。
2 臨海部特例区域の方針に係る確認申請の記載事項等
· 臨海部特例区域の方針の確認申請の際に記載する事項等については、土地所有者等が知事に対して以下の事項を記載した様式により申請することが適当であるとされた。
· 方針の確認を受ける形質変更時要届出区域の所在地
· 申請する土地の範囲に申請者以外の土地所有者等が存在する場合は、申請者以外の土地所有者等全員の合意書
· 申請者が複数存在する場合は、土地の形質変更に係る管理の実施体制を明らかにした書類　等
3 事後届出
· 事後届出を行う期間については、１年間ごとに届出を行うことが適当であるとされた。
· 届出事項については、
· １年間における土地の形質変更について一覧表にしたもの
· 土地の形質変更及び土壌の移動を行った場所、形質変更後と移動後の汚染状態を明らかにした図面
とすることが適当であるとされた。
4 施行及び管理に関する方針の変更等
· 施行及び管理に関する方針の変更等については、以下のとおりとすることが適当とされた。
· 土地所有者等は、確認を受けた内容を変更（土地の範囲の拡大、土地の汚染状態の変化を反映した施行方法の変更等）しようとする場合は、あらかじめ届出を行い、知事の確認を受けること。
· 臨海部特例区域以外の形質変更時要届出区域への変更を希望する場合は、方針の廃止の届出を行うこと。
その場合、当該区域における施行及び管理の実績（土地の形質変更の記録、土壌の汚染の記録）を提出すること。
· 知事は、臨海部特例区域の適用をやめる区域について、確認できた汚染状態に応じ、自然由来特例区域、埋立地特例区域、埋立地管理区域または一般管理区域に変更すること。
5 施行及び管理に関する方針の確認の取消しに係る手続
· 知事は、確認を受けた方針に反する行為が行われ、かつ、形質変更の事前届出が行われていないと認めるときは、確認を取り消すことが適当であるとされた。
6 臨海部特例区域の申請のための調査の方法
· 臨海部特例区域に係る方針の確認申請は、原則、既に自然由来特例区域または埋立地特例区域に指定されている土地について行うことが適当であるとされた。
· また、現在、区域指定されていない土地においても、土壌汚染状況調査を実施し、区域指定の申請とともに、「土地の形質の変更の施行及び管理に関する方針」の確認を受けるための手続を行うことができるとすることが適当であるとされた。
３）条例の概要
· 条例は、法と同様に、要届出管理区域のうち、汚染状態が専ら自然的要因によるものである等、一定の要件を満たす区域について、特に、自然由来特例区域、埋立地特例区域、埋立地管理区域として指定することとしている。
· 条例に基づく要届出管理区域において土地の形質変更を行う場合、法における形質変更時要届出区域と同様に、工事毎に事前届出を行うことを義務づけており、臨海部の工業専用地域における土地の形質変更について、改正法に定められた事後的な届出とする等の特例は設けていない。
４）府域の状況
1 臨海部における用途地域の指定状況
· 府域では、大阪湾に面して位置する９市３町のうち、８市１町の臨海部において、工業専用地域に指定された区域がある。
2 臨海部における自然由来特例区域等の指定状況
· 府域では、表１に示すとおり、平成29年度末現在、法に基づく形質変更時要届出区域の件数は363件であり、このうち、自然由来特例区域として40件、埋立地特例区域として３件、埋立地管理区域として19件を指定している。
· これらのうち、臨海部の工業専用地域に位置しているのは、自然由来特例区域が３件、埋立地管理区域が19件である。
· また、条例に基づく要届出管理区域の件数は25件であり、現時点では自然由来特例区域、埋立地特例区域、埋立地管理区域に指定しているものはない。
表１　府域の自然由来特例区域等の指定件数
	区域の区分
	指定件数

	
	府全域
	臨海部の工業専用地域

	法
	自然由来特例区域
	40件
	３件（大阪市　３件）

	
	埋立地特例区域
	３件
	なし

	
	埋立地管理区域
	19件
	19件（堺市 16件、高石市 ３件)

	条例
	自然由来特例区域
埋立地特例区域
埋立地管理区域
	なし
	なし



3 臨海部の工業専用地域における有害物質使用届出施設の設置状況
· 条例で規定する有害物質使用届出施設等を設置している工場または事業場は、府全域で23件である（平成28年度末時点）。このうちの６件は、臨海部の工業専用地域等に立地している。


５）臨海部の工業専用地域におけるリスクに応じた規制の合理化のあり方
· 条例は、前記のように、一定の要件を満たす区域について自然由来特例区域等に指定できる規定を設けており、臨海部の工業専用地域には有害物質使用届出施設等を設置している工場等が存在していることから、今後、条例に基づく自然由来特例区域等への指定が行われる可能性がある。
· このため、条例においても、臨海部の工業専用地域等における土地の形質変更については、人の健康へのリスクに応じた規制とする観点から、改正法と同様に特例措置を設けることとし、土地の汚染が専ら自然または埋立材に由来するものであり、かつ、人の健康に係る被害が生じるおそれがない土地の形質変更については、土地所有者等が「土地の形質の変更の施行及び管理に関する方針」を作成し知事の確認を受けた場合には、事前届出の例外として、一定の期間ごとに事後的に届出を行うこととする規定を設けることが適当である。
· また、臨海部特例区域の要件等については、以下のとおり、中環審第二次答申の内容に沿った規定を設け、法との整合を図ることが適当である。
· 臨海部特例区域の指定の要件は、自然由来特例区域または埋立地特例区域の指定の要件を満たしていること、人為的原因に由来する土壌汚染のおそれが「ない」または「少ない」であること等のほか、都市計画法に定める工業専用地域、地下水の主流向の下流側の方向に海域まで工業専用地域等以外の地域が存在しないこと等であること等とすること。
· 「土地の形質の変更の施行及び管理に関する方針」のうち、施行方法に関する方針に、対象地が汚染原因及び自然由来の汚染のおそれに応じて区分けされており、その区分けに応じて定められた方法で実施することが定められていること、管理方法に関する方針に、記録及び保管方法等が定められていることとすること。
· 届出事項については、１年間における土地の形質変更について一覧表にしたもの等とし、１年間ごとに届出を行なうこととすること。
· 「土地の形質の変更の施行及び管理に関する方針」の変更等については、あらかじめ届出を行ない、知事の確認を受けることとする等とし、当該方針に反する行為等が認められたときは、確認を取り消すこととすること。
· 臨海部特例区域に係る方針の確認申請は、原則として、既に自然由来特例区域または埋立地特例区域に指定されている土地について行なうこと等とすること。




（３）自然由来等による基準不適合土壌に関するリスクに応じた規制の合理化
１）改正法の概要
· 中央環境審議会の第一次答申は、指定区域から搬出する土壌は、汚染土壌処理施設での処理が義務づけられているが、自然由来特例区域及び埋立地特例区域の土壌は汚染の濃度が低く、特定の地層や同一港湾内に分布していると考えられることから、適正な管理の下で資源として有効利用すべきとされた。
· この答申を受け、改正法に、基準不適合が自然由来等による土壌の搬出を行う場合は、処理施設での処理に限定せず、知事への届出を行い、運搬方法や搬出先等について、汚染の拡散がないことの確認を受けた上で、汚染状態が同様であり、かつ、地質が同じである自然由来等土壌がある他の指定区域への移動を可能とする規定が設けられた。
２）中央環境審議会第二次答申の概要
1 自然由来等形質変更時要届出区域間の移動の要件
· 中環審第二次答申では、自然由来等形質変更時要届出区域間の移動が可能な汚染土壌の要件について、以下のとおりとすることが適当であるとされた。
（区域間の移動が可能な汚染土壌の要件）
・汚染が専ら自然に由来する場合は、
· 自然由来特例区域の指定の要件を満たしていること
· 土壌汚染が地質的に同質な状態で広がっていること
· 人為的原因及び埋立材に由来する汚染のおそれがないことまたは試料採取を実施した場合にあっては、調査の結果、人為的原因及び埋立材に由来する汚染が確認されていないこと
・汚染が専ら埋立材に由来する場合は、
· 埋立地特例区域の指定の要件を満たしていること（昭和52年以前の埋立地については、さらに、第一種特定有害物質、第三種特定有害物質及びシアン化合物について土壌溶出量基準及び土壌含有量基準に適合していること）
· 人為的原因に由来する汚染のおそれがないこと、または試料採取等を実施した場合にあっては、調査の結果、人為的原因に由来する汚染が確認されていないこと



　　　（受入側の要件）
· 汚染の状況が同様である基準として、搬出先の区域指定物質の種類が搬出元の区域指定物質の全部を含むこと
· 土地の地質が同じである基準として、搬出元及び搬出先が自然由来等形質変更時要届出区域であり、かつ、汚染が専ら自然由来の場合にあっては地層構成が同じであり、汚染が専ら埋立材由来の場合にあっては同一港湾内にあること
2 届出事項
（搬出側）
· 搬出届出について、通常の搬出の際の届出事項に加え、次の事項等を追加することが適当であるとされた。
· 搬出先で自然由来等土壌を土地の形質変更に使用することを示す書類
· 搬出先の区域指定物質の種類が、搬出元の区域指定物質の種類の全部を含むことを証する書類
· 搬出元及び搬出先が自然由来等形質変更時要届出区域であり、地層構成が同じあるいは同一港湾内にあることを証する書類
· 搬出時にも搬出元が自然由来等形質変更時要届出区域の要件を満たしていることを証する書類
（受入側）
· 形質変更時要届出区域における土地の形質変更の届出について、通常の届出事項（土地の形質変更をしようとする場所や施行方法等）に加え、次の事項等を追加することが適当であるとされた。
· 使用する自然由来等土壌のあった土地の所在地、汚染由来の別、特定有害物質の種類、汚染状態
· また、受け入れた自然由来等土壌を使用した土地の形質変更は60日以内で行うことが適当であるとされた。
３）条例の概要
· 条例では、改正法に定められた自然由来特例区域間や埋立地特例区域間の汚染土壌の移動及び処理に関する規定は、設けていない。
４）府域の状況
· 府域では、大阪市内の沖積層の土壌において砒素、鉛、ふっ素、ほう素の溶出量が高い傾向がある等、自然由来の基準不適合土壌が広く分布しているという特徴がある。

· 府域では、平成29年度末現在の形質変更時要届出区域363件のうち、自然由来特例区域として大阪市域に38件、門真市域に２件の計40件を指定しており、全国の指定件数158件の25％程度を占めている。
· 自然由来特例区域の指定の理由となった有害物質は５種類であり、区域の件数が多い順に砒素、ふっ素、ほう素、鉛、セレンとなっている。
· 現在、条例に基づく要届出管理区域25件のうち、自然由来特例区域や埋立地特例区域に指定している区域はない。
５）自然由来等による基準不適合土壌に関するリスクに応じた規制の合理化のあり方
· 自然由来特例区域や埋立地特例区域の土壌は汚染の濃度が低く、特定の地層や同一港湾内に分布していると考えられることから、条例に基づく要届出管理区域についても、適正な管理の下での資源としての有効利用を可能とするべきである。
· このため、改正法と同様に、基準不適合が自然由来等による土壌の搬出を行う場合は、知事への届出を行い、運搬方法や搬出先等について、汚染の拡散がないことの確認を受けた上で、汚染状態が同様であり、かつ、地質が同じである自然由来等土壌がある他の指定区域への移動を可能とする規定を設けることが適当である。
· また、区域間の移動が可能な汚染土壌の要件等については、以下のとおり、中環審第二次答申の内容に沿った規定を設け、法との整合を図ることが適当である。

· 区域間の移動が可能な汚染土壌の要件は、自然由来特例区域または埋立地特例区域の指定の要件を満たしていること等のほか、搬出先の区域指定物質の種類が搬出元の区域指定物質の全部を含むこと等すること。
· 届出事項については、搬出側は、通常の搬出届出の届出事項に、搬出先で自然由来等土壌を土地の形質変更に使用することを示す書類等を追加することとし、受入側は、通常の土地の形質変更届出の届出事項に、使用する自然由来等土壌のあった土地の汚染状態等を追加すること。

（４）区域指定された土地の土壌の移動に関するリスクに応じた規制の合理化
１）改正法の概要
· 中央環境審議会の第一次答申は、迅速なオンサイトでの処理等の推進のため、同一契機で行われた調査地内であれば、飛び地になって区域指定された区画間の土壌の移動を可能とすべきとされた。

· この答申を受け、改正法に、要措置区域等からの搬出を行う際に届出を行い、同一の調査契機による土壌汚染状況調査結果に基づき指定された区域の間において、要措置区域から搬出された土壌を他の要措置区域での土地の形質変更に、また、形質変更時要届出区域から搬出された土壌を他の形質変更時要届出区域での土地の形質変更に使用する場合には、汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託しなくてもよいとする規定が設けられた。
２）中央環境審議会第二次答申の概要
· 搬出届出には、通常の搬出の際の届出事項に加え、次の事項を記載等することが適当であるとされた。
· 同一契機で行われた調査に基づき指定された区域であることを示す書類
· 搬出元及び搬出先の区域内において土地の形質変更に使用する場所を明らかにした図面
· 搬出先で当該土壌を使用した土地の形質変更の完了予定日
· また、土壌の使用者は、１台の自動車等が運搬する土壌ごと（管理票の交付ごと）に、受入側の要措置区域等で当該土壌を使用（遮水工封じ込めや不溶化埋戻し、浄化土壌の埋戻し等）した土地の形質変更を60日以内で行い、土地の形質変更をしたときは、管理票の写しを一定期間内に管理票交付者及び運搬者に送付することが適当であるとされた。
３）条例の概要
· 条例は、法と同様に、要措置管理区域等から土壌の搬出を行う際の届出や、汚染土壌処理業者への処理の委託についての規定を設けている。
· 条例には、区域指定された飛び地間で土壌を移動させて土地の形質変更に使用する場合に、汚染土壌処理業者への委託を行わなくてもよいとする規定は設けていない。
４）府域の状況
· 平成29年度末現在、条例に基づく要届出管理区域は25件あり、要措置管理区域に指定している区域はない。要届出管理区域のうち、飛び地になって指定された区画が存在するものは13件である。
５）区域指定された土地の土壌の移動に関するリスクに応じた規制の合理化のあり方
· 前記のように、条例に基づく指定区域の中には飛び地になって区域指定されているものが少なくなく、当該区画間の土壌の移動は認められていないことから、迅速なオンサイトでの処理の妨げや掘削除去による処理施設への搬出を増加させる要因となっている可能性がある。
· このため、改正法と同様に、条例に基づく要措置管理区域等からの搬出を行う際に届出を行い、同一の調査契機による土壌汚染状況調査結果に基づき指定された区域の間において、要措置管理区域から搬出された土壌を他の要措置管理区域での土地の形質変更に、また、要届出管理区域から搬出された土壌を他の要届出管理区域での土地の形質変更に使用する場合には、汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託しなくてもよいとする規定を設けることが適当である。
· また、搬出の届出に同一契機で行われた調査に基づき指定された区域であることを示す書類等を添付すること等、中環審第二次答申の内容に沿った規定を設け、法との整合を図ることが適当である。

3. その他技術的事項等
（１）土地の形質変更時の調査の対象とする深度
１）中央環境審議会第一次答申の概要
· 中環審第一次答申では、一定規模以上の土地の形質変更時の届出に係る調査命令について、土地の掘削深度以深に汚染のおそれがあったために命令が発出された事例が存在するが、形質変更の範囲外の土壌については搬出による汚染の拡散や地下水汚染の発生リスクは低いと考えられることから、調査命令による調査の対象とする深さを原則として掘削深さまでとすべきであるとされた。
２）中央環境審議会第二次答申の概要
1 調査の対象範囲及び調査方法
· 中環審第二次答申では、調査の対象範囲及び調査方法等について、以下のとおりとすることが適当であるとされた。
· 土壌汚染状況調査の手続及び命令対象範囲について、
· 土地の形質変更をしようとする者は、土地の形質変更の届出に形質変更の対象となる部分の深さの範囲を記載し、平面範囲ごとの土地の形質変更の対象となる部分の深さの範囲を明示した図面を添付すること。
· 原則として形質変更深さより１メートル深い深さ（最大深さ10メートルとする。）までの範囲に汚染のおそれが存在する場合に、調査命令の対象とすること。
· 土壌汚染状況調査の方法について、調査命令による調査において試料採取等の対象とする深さの範囲を、当該試料採取等を行う区画ごとに当該区画の範囲における最大形質変更深さより１メートル深い深さ（最大深さ10メートルとする。）までまたは深さ10メートルまでとすること。
· 土壌汚染状況調査結果報告書に、調査の対象となる部分の深さを限定した場合はその旨、調査の対象となる部分の深さの範囲外に確認された汚染のおそれに係る情報、調査対象範囲及び深さを記載すること。　
· 台帳の記載事項について、土壌汚染状況の把握を行う際に活用できるようにするため、台帳に土壌汚染状況調査の対象範囲、深さ及び汚染状況を記載すること。
· 調査が猶予中の土地における形質変更の届出に係る調査命令についても、調査の対象となる深さの範囲を同様に限定すること。
2 区域指定時に調査していない深さの範囲において形質変更を行う場合の取扱い
· 指定区域において土地の形質変更を行うに当たっては、以下の深さの範囲について土壌の汚染状況を調査することが適当であるとされた。
· 要措置区域において、汚染の除去等の措置に伴い形質変更する場合は、当該形質変更の深さより１メートル深い深さ（最大深さ10メートルとする。）までの範囲（区域指定時の土壌汚染状況調査において汚染または汚染のおそれがないことを確認した深さの範囲を除く。）について土壌の汚染状態を調査し、その結果を汚染除去等計画に記載すること。
· 形質変更時要届出区域においては、形質変更する深さより１メートル深い深さ（最大深さ10メートルとする。）までの範囲（区域指定時の土壌汚染状況調査において汚染または汚染のおそれがないことを確認した深さの範囲を除く。）について土壌の汚染状態を調査し、その結果を土地の形質変更の届出に添付すること。
· 知事は、汚染除去等計画に記載された調査結果または土地の形質変更の届出に添付された調査結果に基づき、台帳等への区域指定対象物質の追加等を行うこと。
３）条例の概要
· 条例は、土地の形質変更時に行う土壌汚染状況調査（操業中の工場における形質変更に係る調査、一定規模以上の形質変更に係るダイオキシン類の調査）について、現行法と同様に、土地の形質変更の深さにかかわらず、汚染のおそれが生じた場所の位置から深さ50センチメートルまでの土壌（最大深さ10メートルまでにある土壌）を採取することとしている。
· また、条例は、指定区域における土壌汚染状況調査について、調査対象とする深さの範囲に関する規定は設けていない。




４）条例に基づく土地の形質変更時の調査の対象とする深度のあり方
· 条例に基づいて土地の形質変更時に行う土壌汚染状況調査においても、形質変更の範囲外の土壌による汚染の拡散や地下水汚染の発生リスクは低いと考えられることを踏まえ、調査の対象とする深さの範囲を形質変更の深さより１メートル深い深さまでとする等、法との整合を図ることが適当である。
· また、台帳に土壌汚染状況調査の対象範囲及び深さ等を記載することとする等、中環審第二次答申の内容に沿った規定を設け、法との整合を図ることが適当である。
· さらに、条例に基づく指定区域における形質変更について、形質変更の深さより１メートル深い深さまでの範囲について土壌の汚染状態を調査し、その結果を要措置管理区域にあっては汚染除去等計画に記載し、要届出管理区域にあっては土地の形質変更の届出に添付することとする等、中環審第二次答申の内容に沿った規定を設け、法との整合を図ることが適当である。

（２）埋立地特例区域の指定要件
１）中央環境審議会第一次答申の概要
· 中環審第一次答申では、昭和52年3月15日以前に埋め立てられた埋立地の取扱いについて、以下の方向性が示された。
· 埋立地特例区域への指定については、昭和52年3月15日以降に公有水面埋立法により埋め立てられた埋立地であることを要件の一つとしているが、昭和52年以前の埋立地であっても専ら埋立材由来である基準不適合の土地が存在しているとの指摘がある。
· このため、昭和52年以前の埋立地であっても、土壌汚染状況調査において、①汚染要因が専ら埋立材由来であり、②埋立地特例調査により第二種特定有害物質（シアン化合物を除く）については第二溶出量基準適合であり（第一種特定有害物質、第三種特定有害物質及びシアン化合物については基準適合）、③地歴調査により廃棄物が埋め立てられている場所ではないこと等が確認された場合、埋立地特例区域に指定できるようにすべきである。
２）中央環境審議会第二次答申の概要
· 中環審第二次答申において、埋立地特例区域に指定されるための要件は、形質変更時要届出区域であること及び汚染状態が以下の要件を満たす土地であることが適当であるとされた。
· 公有水面埋立法による公有水面の埋立てまたは干拓の事業により造成された土地であること
· 汚染原因が土地の造成に係る水面埋立てに用いられた土砂に由来すること
· 廃棄物が埋め立てられている場所でないこと
· 第二溶出量基準に適合していること（ただし、昭和52年３月15日より前に公有水面埋立法による公有水面の埋立てまたは干拓の事業により造成が開始された土地については、さらに、第一種特定有害物質、第三種特定有害物質及びシアン化合物について溶出量基準及び含有量基準に適合していること）
· 人為的原因に由来する汚染のおそれがないこと、または試料採取等を実施した場合にあっては、調査の結果、人為的原因に由来する汚染が確認されていないこと
· 既に形質変更時要届出区域（自然由来特例区域を除く）に指定されている土地についても、土地所有者等から埋立地特例区域の指定の要件を満たすことが確認できる資料が提出された場合は、知事は台帳記載事項を修正し、埋立地特例区域に変更することができるとすることが適当であるとされた。
· 廃棄物が埋め立てられていないことの確認に当たっては、以下のとおりとすることが適当であるとされた。
· 地歴調査において、廃棄物処理法の水面埋立地及び指定区域の指定の状況の確認すること
· 地方公共団体への聴取等により、廃棄物が埋め立てられた履歴がないことを確認すること
· 昭和52年３月15日より前に造成が開始された公有水面埋立地については、汚染濃度の確認時に実施するボーリング調査の際に、廃棄物が埋め立てられていないことを確認すること
· また、埋立地特例調査の方法について、以下のとおり改めることが適当であるとされた。
· 全ての特定有害物質の試料採取地点については、30メートル格子の中心とすること。
· 地歴調査時に水面埋立てによる埋立範囲の上端、下端が判断できる場合は、当該範囲の汚染土壌のみを試料採取等の対象とすることができるとすること。
· 人為的原因による汚染がある場合には、埋立地特例調査に加えて、通常の調査を実施すること。
３）条例の概要
· 条例に基づく埋立地特例区域は、昭和52年以降に公有水面埋立法に基づき埋立てられた土地に限る等、現行法と同様の指定の要件を定めており、埋立地特例調査の方法についても、深さ10メートルまでのボーリング調査を行う等、法と同様の内容をもって定めている。

４）府域の状況
· 現在、条例に基づく要届出管理区域25件のうち、昭和52年以前に埋立てられた土地に位置する区域が13件ある。
５）埋立地特例区域の指定要件のあり方
· 条例に基づく埋立地特例区域についても、人の健康へのリスクに応じた規制とする観点から、昭和52年以前の埋立地であっても、汚染要因が専ら埋立材由来であり、汚染状態が第二種特定有害物質（シアン化合物を除く）について第二溶出量基準適合であることに加え、第一種特定有害物質、第三種特定有害物質及びシアン化合物について溶出量基準及び含有量基準に適合しており、廃棄物が埋め立てられている場所ではないこと等が確認された場合には、埋立地特例区域に指定できるようにすることが適当である。
· 具体的な指定の要件等や埋立地特例調査の方法については、中環審第二次答申の内容に沿って定めることとし、法との整合を図ることが適当である。

（３）区域指定された土地の形質変更の施行方法
１）中央環境審議会第一次答申の概要
· 中環審第一次答申では、要措置区域や形質変更時要届出区域における土地の形質変更の施行方法について、以下の方向性が示された。
· 要措置区域での措置に関する施行方法に係る基準は、飛散流出防止のみとなっているのに対し、形質変更時要届出区域における土地の形質変更の施行方法の基準は、帯水層に接する場合、準不透水層まで遮水壁を設置する等の厳しいものとなっている。
· 地下水位を管理して施行する方法により土地の形質変更を行った際に汚染の拡散が認められた事例は確認されていないこと等から、要措置区域や形質変更時要届出区域において、地下水質の監視を行いつつ地下水位を管理する施行方法を認めることとすべきである。
· また、汚染除去等計画に要措置区域に搬入する埋め戻し土や盛土の品質管理方法等を位置づけ、その記録を台帳に残すべきである。
２）中央環境審議会第二次答申の概要
· 中環審第二次答申では、地下水質の監視を行いつつ地下水位を管理する施行方法は、以下の要件を満たすことが適当であるとされた。
· 土壌の第一種特定有害物質による汚染状態が第二溶出量基準に適合する土地であることを確認していること
· 地下水位を管理して施行する方法であり、かつ、地下水の水質を監視して施行する方法となっていること
· 汚染土壌または特定有害物質の飛散、揮散または流出を防止するために必要な措置が行われること
· また、要措置区域等において土地の形質変更の際に必要な確認申請等の中に記載する事項として、新たに施行中に地下水汚染の拡大が確認された場合の対応方法及び非常災害等の緊急事態が生じた場合の対応方法を追加し、その内容を知事が確認することが適当であるとされた。
· 要措置区域に搬入する埋め戻し土等の品質管理については、知事は、汚染除去等計画に記載された搬入土の品質管理方法について、搬入土の区分に応じた分析頻度等の要件を満たしているか確認することが適当であるとされた。
３）条例の概要
· 条例は、要届出管理区域における土地の形質変更の施行方法について、現行法と同様に溶出量基準に係る基準不適合土壌が帯水層に接しないようにすることとしており、地下水質の監視を行いつつ地下水位を管理する施行方法は認めていない。
４）府域の状況
· 府域では、平成29年度末までに要措置管理区域を累計で１件、要届出管理区域を累計で47件指定しており、これらのうち、17件については、条例に定める施行方法の基準に従い汚染の除去等の措置が行われ、指定を解除している。
５）区域指定された土地の形質変更の施行方法のあり方
· 条例に基づく要措置管理区域及び要届出管理区域における土地の形質変更について、人の健康へのリスクに応じた規制とする観点から、地下水質の監視を行いつつ地下水位を管理する施行方法を認めることとし、第一種特定有害物質による汚染状態が第二溶出量基準に適合する土地であることを確認していること等をその要件とするとともに、汚染除去等計画に要措置管理区域への搬入土の品質管理方法を記載することとする等、中環審第二次答申の内容に沿った規定を設け、法との整合を図ることが適当である。




（４）認定調査の合理化
１）中央環境審議会第一次答申の概要
· 中環審第一次答申では、汚染土壌を指定区域から搬出する際の認定調査について、認定調査時に区域指定対象物質以外の物質について基準不適合が判明した事例はほとんどないこと等から、地歴調査で全ての特定有害物質について汚染のおそれの有無を確認して指定された区域に限り、認定調査の対象物質を原則として区域指定に係る特定有害物質に限定すべきであるとされた。
２）中央環境審議会第二次答申の概要
· 中環審第二次答申では、認定調査における地歴調査において、特定有害物質による汚染のおそれを詳細に把握し、その結果に基づいて試料採取等を行う物質を以下のように選定することが適当であるとされた。
· 試料採取等の対象物質の選定は、認定調査における地歴調査の結果、区域指定時から汚染の状況の変化等がないことが確認された場合は、試料採取等対象物質は、原則として区域指定対象物質とすること。
· 区域指定時から汚染状況の変化があった場合や区域指定時に調査物質や範囲の限定があった場合等は、以下の対象物質を追加すること。
· 区域指定後に汚染状況の変化があった場合には、
· 区域指定後に新たな汚染のおそれが確認された特定有害物質
· 指定区域内に搬入した土壌による汚染のおそれがないと確認されなかった特定有害物質
· 区域指定時に調査物質や範囲の限定があった場合には、
· 土壌汚染状況調査時に試料採取等を行っていない土壌や未調査の範囲の土壌において、認定調査時の地歴調査によって汚染のおそれがあると判断された特定有害物質
· 試料採取頻度について、土地の掘削の対象となる部分の汚染の有無に係る情報、指定区域内の新たな汚染のおそれに係る情報に応じて、試料採取等対象物質ごとに100㎡または900㎡以下ごとに１回または試料採取を不要とする要件が示された。
· 指定区域内への搬入土に含まれる特定有害物質について、以下の取扱い等とすることが適当であるとされた。
· 認定調査において物質の限定を行う場合、土地所有者等は、区域指定後に当該区域内に土壌を搬入する際に搬入土を調査し、その記録を年に１回の頻度で知事に報告すること。この調査における試料採取頻度、分析項目等は、要措置区域における措置に係る埋め戻し土等の品質管理方法と同様とすること。

· 知事は、土地所有者等からの報告に基づき、搬入時期、搬入土に係る特定有害物質の種類、搬入した場所を明らかにした図面等を台帳に記載すること。
· 事前に行われた詳細調査の結果の活用について、汚染の除去等の措置における調査方法と同程度以上の方法でなされた詳細調査については、調査内容及び結果を知事が確認し台帳に記載した場合には、認定調査時の地歴調査の際に利用できるとすることが適当であるとされた。
３）条例の概要
· 条例は、現行法と同様に、認定調査において全ての管理有害物質について試料採取等を行うこととしており、区域指定対象物質に限定すること等を可能とする規定は設けていない。
4） 府域の状況
· 府域では、平成28年度末までに法に基づき認定調査を実施した件数は27件であり、条例に基づく認定調査を実施した例はない。
· また、府域は、国家戦略特区の指定を受け、平成28年４月から認定調査についての特例措置が適用されている。この特例措置は、法に基づく自然由来特例区域での認定調査について、全ての特定有害物質を調査対象とするのではなく、区域指定に係る特定有害物質のみを調査対象とすることで足りるとするものである。この特例措置は平成28年度末までに６件の適用がある。
表２　認定調査の件数
	
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28

	法
	６
	６
	２
	２
	３
	８

	（うち、特区の特例措置による調査）
	－
	－
	－
	－
	－
	６

	条例
	１
	０
	０
	０
	０
	０



５）認定調査における試料採取等対象物質等の選定のあり方
· 条例に基づく指定区域における認定調査についても、適切かつ効率的な調査とする観点から、地歴調査で全ての管理有害物質について汚染のおそれの有無を確認して指定された区域については、認定調査時の地歴調査において汚染のおそれを詳細に把握した場合には、当該結果に応じて試料採取等対象物質を選定することを可能とし、指定区域への搬入土の調査結果の記録及び知事への報告がなされていること等をその前提とする等、条例に中環審第二次答申の内容に沿った規定を設け、法との整合を図ることが適当である。

（５）土壌汚染状況調査の合理化
１）中央環境審議会第二次答申の概要
中環審第二次答申では、以下の土壌汚染状況調査の合理化に関する事項が示された。
1. 第一種特定有害物質の調査の際の調査対象物質の選定方法
· 第一種特定有害物質の調査においては、土壌ガス調査において使用等の履歴のある特定有害物質またはその分解生成物の土壌ガスが検出された場合、土壌ガスが検出された物質を対象としてボーリングによる土壌溶出量調査を行い、溶出量基準不適合であった場合に、土壌ガスが検出された範囲を当該物質で区域指定するが、土壌ガスが検出されなかった物質についても溶出量基準不適合の場合が存在する。
· このため、土壌ガス調査において使用等の履歴のある特定有害物質またはその分解生成物の土壌ガスが検出された場合、土壌ガスが検出されなかった当該特定有害物質またはその分解生成物についても、ボーリング調査時の試料採取等対象物質とすることが適当である。
· また、現在、試料採取等対象物質は、分解生成物も含めることとなっているが、四塩化炭素が分解してジクロロメタンを生成する分解経路については考慮されていないため、試料採取等対象物質の決定に当たり、四塩化炭素が分解して生成したジクロロメタンについても試料採取の対象とすることが適当である。
1. ガス調査の結果を用いた区域指定の方法等
· 土壌ガスの検出範囲が分かれて存在する場合、それぞれの範囲を代表する地点においてボーリング調査を行い、その結果、いずれかのボーリング調査地点で土壌溶出量基準不適合が確認された場合、土壌ガスが検出されたすべての範囲について一律に汚染状態を評価して区域指定を行うこととなっている。
· これを見直し、土壌ガス検出区画の区域指定に当たっては、土壌ガスの検出範囲が分かれて存在する場合、それぞれのボーリング地点の調査結果によって、それぞれの範囲に対して独立に区域指定の判断を行うことが適当である。
· また、土壌汚染状況調査の一部を省略した場合、ボーリングによる土壌溶出量調査で第二溶出量基準適合が確認されている区画も第二溶出量基準不適合と評価される場合があるため、土壌汚染状況調査で一部の区画の試料採取等を実施し、残りの区画の試料採取等を省略した場合においても、試料採取等を行い汚染状態が明らかになっている区画は当該汚染状態によって評価されることが適当である。


1. 汚染の由来ごとの調査の方法
· 汚染のおそれが専ら自然または埋立材に由来するといえないときは、基本となる調査の方法により調査する規定となっており、汚染の由来が複数存在する場合の調査方法が明示されていない。
· このため、土地の部分ごとに汚染のおそれの由来に応じた調査を行うこととし、２種類以上の由来の汚染のおそれがある部分については、当該部分においてそれぞれの由来に応じた調査を行うことが適当である。
1. 自然由来特例の調査の方法等
· 現行法の自然由来特例の調査では、調査対象地の900メートル格子の中の最も離れた２つの単位区画を含む30メートル格子の中心で試料採取を行い、当該試料採取結果により調査対象地全体を同じ状態として区域指定することとしている。
· ただし、追加的に行う30メートル格子ごとに実施するボーリング調査の結果が、土壌溶出量基準及び土壌含有量基準のいずれにも適合する場合には、当該結果により30メートル格子を評価することが認められている。しかしながら、土壌溶出量基準または土壌含有量基準のいずれかにのみ適合している場合、当該結果により30メートル格子を評価することは認められていない。
· このため、ボーリングによる試料採取等を実施した30メートル格子については、当該試料採取の結果に基づき基準への適合性を評価することが適当である。
· また、一定要件（専ら地質的に同質な状態で広がっている自然由来の汚染のおそれのある土壌が分布している土地において行われた移動等）を満たす移動により造成された盛土も自然由来特例の調査により評価することを認めているが、搬入土壌の基準不適合の状態と搬入先の土壌の基準不適合の状態が異なる場合等があり、自然由来特例の調査によって適切に評価できない場合がある。
· このため、以下のとおり取扱うことが適当である。
· 自然由来特例の調査において、一定要件を満たす自然由来盛土等が存在する場合には、当該自然由来盛土等の範囲において、30メートル格子ごとに調査を実施すること。
· 対象とする盛土等の要件については、調査対象地の土壌の基準不適合の状態と同等の基準不適合の状態にある土壌により同質な状態で盛土または埋め戻された場所であると考えられる場合は、当該部分について自然由来盛土等の調査の対象とすること。
· 搬入土壌の基準不適合の状態と搬出先の土壌の基準不適合の状態が同じであることの確認の基準は、搬出元及び搬出先の地質構成が同じである等とすること。

· 自然由来盛土等の部分を含む自然由来特例の調査の方法については、自然由来特例の調査の対象範囲内に自然由来盛土等がある場合、自然由来盛土等の部分については30メートル区画ごとに1 地点で試料採取等を実施すること。
· 調査対象地内の自然由来盛土等が同一の由来・同一の基準不適合の状態にあると認められる場合には、当該盛土に係る２地点目以降の試料採取等を省略し、当該盛土が試料採取区画での測定結果と同一の基準不適合の状態とみなして区域指定することを認めること。
· さらに、自然由来特例の調査において第二溶出量基準に不適合となった場合の区域指定の方法が省令に規定されていないため、自然由来特例の調査の結果、第二溶出量基準不適合の場合は、調査の対象とした範囲を第二溶出量基準不適合とみなすことが適当である。
２）条例の概要
· 条例は、上記の土壌汚染状況調査の方法等について、現行法と同一の内容をもって定めている。
３）条例に基づく土壌汚染状況調査の方法等のあり方
· 条例に基づく土壌汚染状況調査の方法について、汚染状況を適切に把握し、かつ効率的な調査を行う観点から、第一種特定有害物質についてボーリング調査を行った区画については、当該結果により汚染状態を評価すること、土地の部分ごとに汚染のおそれの由来に応じた調査を行うこととし、２種類以上の由来の汚染のおそれがある部分については、当該部分においてそれぞれの由来に応じた調査を行うこと等、中環審第二次答申の内容に沿った規定を設け、法との整合を図ることが適当である。

（６）法に基づく土地の形質変更時の届出の対象外の区域に係る条例の手続
１）中央環境審議会の概要
· 一定規模以上の土地の形質変更について、都市計画法の都市計画区域外の土地等有害物質使用特定施設等が過去に存在した可能性が著しく低いと考えられる土地に関する届出は、汚染のおそれがあるところを効率的に調査する観点からは過剰であることから、届出対象外とすることを検討すべきであるとされた。



· 第二次答申において、一定規模以上の土地の形質変更の届出対象外の区域については、環境省等が行ったアンケート結果から、都道府県等ごとに土壌汚染の状況及び土地の利用状況等が異なり、土地利用区分等により、全国一律に届出対象外として区域を定めることは困難であるとし、知事において、土壌汚染状況調査に準じた方法により調査した結果、特定有害物質による汚染がないと判断された場合においては、当該区域を届出対象外の区域として指定することができるとすることが適当であるとされた。
２）条例の概要
· 条例では、一定規模以上の土地の形質変更時の手続として、法の届出に併せて、土地所有者等に土地の利用履歴等の報告を義務づけている。
３）条例に基づく土地の形質変更時の土地の利用履歴等の報告の対象のあり方
· 法の規定に基づき一定規模以上の土地の形質変更の届出対象外の区域として指定した区域については、土地の利用履歴等の報告を要しないものとすることが適当である。

















Ⅲ-２　府域の状況からみた土壌汚染対策に関する課題
（１）土地所有者等による有害物質使用施設に関する情報の把握等
1） 現状と課題
· 有害物質使用施設を設置している工場においては、施設の廃止時に土地所有者等に対して土壌汚染状況調査を行う義務が課せられることから、施設設置者と土地所有者等が異なる場合は、施設が廃止される前の早い段階から、有害物質の使用や調査の義務について、土地所有者等の理解が得られるようにすることが重要である。
· このため、府では、水質汚濁防止法等に基づく立入検査時に、施設設置者に対して、有害物質の使用状況や施設廃止時の調査の義務について、あらかじめ土地所有者等に対して伝えるよう指導している。
· しかしながら、施設設置者と土地所有者等が異なる土地においては、有害物質使用施設の廃止後に、施設の廃止があったことや調査の義務が生じることを知事が土地所有者等に通知して初めて、土地所有者等がそれらの事実を知る事例がある。
· このような場合、有害物質の使用に関する情報の不足や調査費用の負担等の面から、調査の報告等の手続が長引く等の支障が生じることがある。
· 府域では、法の有害物質使用特定施設を廃止した土地において、施設設置者と土地所有者が異なる割合は約５割と、全国の約３割と比較して高い。条例の有害物質使用届出施設等を廃止した土地についても、施設設置者と土地所有者が異なるものが約５割を占めている。また、府域では、法及び条例に規定する有害物質使用施設の廃止時の土壌汚染状況調査によって汚染が判明する割合が約６割と、全国の約５割と比べてやや高い。
2） 法及び条例の規定
· 改正法では、有害物質使用特定施設の廃止時における施設設置者の土壌汚染状況調査への協力に関する努力義務規定が設けられた。しかしながら、有害物質の使用や調査の義務等について、土地所有者等に事前に情報提供するよう、施設設置者に義務づける規定は設けられていない。
· 条例では、土地所有者等の責務として、所有する土地の管理有害物質による汚染の状況の把握や、造成等により土砂を搬入する場合はその土砂の管理有害物質による汚染の状況の把握等に努めるものとする規定を設けている。
· しかし、あらかじめ施設設置者が土地所有者等に対して有害物質の使用に関する情報を提供する、あるいは、土地所有者等が施設設置者から情報を収集することを求める規定は設けていない。
· なお、土地所有者と事業者が異なる場合に、事業者に対して土地所有者への説明を義務づけている条例に、大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例、大阪府循環型社会形成推進条例がある。
3） 土地所有者等による有害物質使用施設に関する情報の把握等のあり方
· 施設設置者の土壌汚染状況調査への協力が得られない場合に、使用されていた物質や位置の特定に支障が生じることがあることから、改正法には、施設設置者が施設で使用していた特定有害物質の種類等の情報を指定調査機関に提供する努力義務規定が設けられている。
· しかしながら、前述のように、施設設置者と土地所有者等が異なる土地においては、あらかじめ有害物質の使用に関する情報が土地所有者によって把握されていないことも土壌汚染状況調査を適切に実施する上での課題となっている。
· このため、土地所有者があらかじめ有害物質の使用に関する情報を把握することが望まれるが、土地所有者がその情報を自ら収集することは困難であることから、施設設置者の役割を強化し、法に基づく有害物質使用特定施設及び条例に基づく有害物質使用届出施設等の操業中に土地所有者への情報の提供を求める規定を条例に設けることが適当である。
· この場合、法及び条例ともに土壌汚染状況調査を実施する義務を土地所有者に課しているため、施設設置者が行う情報の提供はこの調査への協力に当たることから、施設設置者による情報の提供を努力義務規定とすることが適当である。
· また、有害物質使用施設設置者が情報の提供を行う時期、提供する情報の内容等については、それぞれ以下のとおりとすることが適当である。
（提供を行う情報の内容）
· 有害物質の種類や位置等に関する詳細な情報については土壌汚染状況調査の際に指定調査機関に提供されることが期待されるため、施設の操業中においては、有害物質使用施設において使用している有害物質の種類について情報の提供を行うこと。
（情報の提供を行う時期）
· 水質汚濁防止法及び条例は、有害物質使用施設を設置する際の知事への事前届出を義務づけている。また、届出を行った事項の変更時や施設の廃止時にも届出を義務づけている。


· 土地所有者による情報の把握は、施設廃止の相当以前に行われることが望まれることから、施設の廃止予定日を起点として情報の提供を行う時期を適切に定めることは困難である。一方、有害物質使用施設の設置や変更には水質汚濁防止法等に基づく届出が必要であることから、届出した後には施設の廃止後に土壌汚染状況調査が必要であるかどうかを施設設置者は明確に認識することが可能である。
· このため、施設の設置及び変更後の速やかな時期に情報の提供を行うこととすること。
· また、多数の有害物質使用施設を順次設置していく施設設置者があることから、このような施設設置者に生じる負担を考慮して、情報の提供は新たな種類の有害物質の使用を開始したときに限るものとすること。
· 既に有害物質使用施設を設置している事業者については、改正条例の施行後の速やかな時期に情報の提供を行うこととすること。

（２）自主調査等の指針における適切な自主調査の実施や基準不適合土壌の措置
１）自主調査等の指針の内容
· 大阪府は、条例に基づき、土地所有者等が自主的に行う土壌汚染状況の調査や汚染の除去等の措置に関する指針を策定し、土地所有者等からの求めに応じて指導・助言を行っている。
· 指針は、自主的な調査や措置が適切に実施されるよう、試料採取等、調査の実施方法や措置計画の作成方法等を定めるとともに、計画書の提出の時期等を示している。指針の概要は図２のとおりである。








＜自主調査＞　　　　　　　　　　　　　　＜自主措置＞
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地下水の汚染状況の把握












図２　自主調査等の指針の概要



2） 自主調査等の実施状況
· 環境省が実施した全国調査では、指定調査機関が平成28年度に受注した調査のうち約７割が自主的に行われたものであることが明らかになっている。
· 大阪府域において平成27年度に行った68件の区域指定のうち、自主調査によって基準不適合であることが判明したものが42件を占めている。
· また、平成27年度において、自主調査等の指針に基づき実施された調査は50件あり、このうち基準不適合の土壌が判明したものが27件を占めている。
· このように、自主調査は、基準不適合の土壌の把握において大きな役割を果たしている。
3） 自主調査を実施した理由等
· 自主調査を実施した理由は、表３に示すとおり、「将来的に一定規模以上の土地の形質変更の予定があるため」が25件で全体の50％であり最も多かった。また、「土壌汚染状況調査の猶予を受けている事業場における工事について、行政から自主調査の指導を受けたため」が３件であり、これら将来的に、法または条例に基づく調査の義務が発生する可能性のある土地に該当するものが計28件であった。
· 理由として２番目に多いものは、「土地の取引があるため」の15件で全体の30％を占めている。「その他」には、「過去に有害物質の使用や漏えいのある土地であったため」が２件、「工事に伴い発生する土砂を搬出するにあたって受入先の基準に適合することを確認するため」が１件あり、残り4件については明らかではない。
表３　自主調査を実施した理由（平成27年度）
	理由
	件数

	将来的に一定規模以上の土地の形質変更の予定があるため
	25（50％）

	土壌汚染状況調査の猶予を受けている事業場における工事について、行政から自主調査の指導を受けたため
	３（６％）

	土地の取引があるため
	15（30％）

	その他
	７（14％）

	合計
	50（100％）



· 自主調査を実施した土地の面積については、表４に示すとおり、3,000㎡以上が31件と全体の62％となっている。
· 自主調査の結果については、3,000㎡未満のもの19件については、基準適合が14件、基準不適合が５件、3,000㎡以上のもの31件については、基準適合が９件、基準不適合が22件と、3,000㎡以上の土地のほうが、基準不適合の土壌が判明する割合が高い。
· また、区域指定の申請があって指定されたもの９件の面積は、すべて3,000㎡以上であった。

表４　自主調査を実施した土地の面積（平成27年度）
	
	調査
実施
件数
	基準適合
のもの
	基準
不適合
のもの
	
	
	
	

	
	
	
	
	区域指定
申請を
したもの
	区域指定
申請をしな
かったもの
	
	

	調査面積
	
	
	
	
	
	自主措置の
結果報告が
あったもの
	自主措置の
結果報告が
なかったもの

	3,000㎡未満
	19
	14 
	5 
	0 
	5 
	3 
	2 

	3,000㎡以上
	31
	9 
	22 
	9 
	13 
	6 
	7 

	計
	50
	23 
	27 
	9 
	18 
	9 
	9 







4） 自主調査により判明した基準不適合の土壌への対応状況
· 平成27年度に指針に基づく調査によって基準不適合の土壌が判明した27件のうち、区域指定の申請があって指定されたものは９件、区域指定の申請はされなかったが、自主的な措置の実施結果の報告があったものは９件であり、基準不適合土壌の措置等の状況が把握できているものは合わせて18件であった。
· 区域指定の申請の理由は、「将来的に一定規模以上の土地の形質変更の予定があるため」が９件のうち７件で最も多かった。
· 自主的な措置の実施結果が報告されていない９件について、法及び条例を所管する自治体を通じて状況を確認したところ、事業者から聞き取った内容として、区域指定の申請を今後予定しているものが２件、措置について検討中のものが５件、現時点で措置等の予定のないものが２件であった。
5） 自主調査等の指針における適切な自主調査の実施や基準不適合土壌の措置のあり方
· 自主調査が法や条例に基づく調査よりも多数実施されていることや、自主調査によって土壌汚染が多く判明している状況から、自主調査をより有効に活用し、土壌汚染による環境リスクの管理及び低減を図っていくことが重要である。
（3,000㎡未満の土地の形質変更）
· 大阪府では、基準不適合の土壌が存在する土地の区画を含む3,000㎡未満の土地の形質変更を行う際に、工事の方法や基準不適合の土壌の搬出先について相談が少なくない。
· このような土地の形質変更については指針の対象としていないため、特に法令上の根拠に基づくことなく、汚染の拡散防止等についての指導を行っている。
· このような状況を踏まえ、汚染土壌の拡散防止や地下水汚染の発生防止の観点から、条例において、指針の対象に、自主調査により基準不適合が判明した土地における形質変更を加え、知事が指導または助言を行うとともに、形質変更の実施結果の報告を求めることができる規定を設けることが適当である。
· その上で、指針に、土地の形質変更に関する計画の提出、施行の方法、実施結果の報告に関する規定を追加することが適当である。
（自主調査により判明した基準不適合の土壌の把握）
· 自主調査の結果、基準不適合であることが報告されるものの中には、区域指定の申請や自主措置の報告がされない場合があり、このような場合には措置や形質変更が適切に実施されないおそれがある。
· 自主調査により基準不適合が判明した土地について、基準不適合土壌の適正な管理を進めるため、指針に、区域指定の申請や自主措置の計画等の提出を促す規定を追加することが適当である。　
（普及促進）
· 指針に基づく自主調査等の実施は、土壌汚染による環境リスクの管理及び低減を図る上で重要な役割を担うとともに、土地所有者や事業者にとって、以下のようなメリットがある。
· 適切な方法で調査が行われることにより、調査や措置の結果を客観的資料として地域住民や土地取引の関係者等に示すことができるとともに、法及び条例に基づく届出の際に活用して、手続の円滑化及び短縮化につなげることができる。
· 長期的な視野にたって計画的に調査を行うことによって、調査及び対策に要する投資の平準化や、汚染が進行する以前に対策を講じることが可能となる。
· 自主調査により基準不適合の土壌が判明した後、申請を行って区域指定されることは、自治体によって汚染に関する情報が公にされることにより、地域住民等からの信頼性の向上や土地取引の円滑化に資すると期待できる。
· 大阪府では、不動産業や化学工業等の業界団体を通じて、事業者における指針の活用の促進に努めている。引き続き、業界団体の協力を得ながら、土地所有者や事業者に対して、指針に基づく自主調査等が持つ意義を説明し、指針の普及促進を図っていくことが重要である。

（3） 自主調査の結果に基づく区域指定
1） 条例における管理有害物質に係る区域指定に関する規定
（区域指定に関する規定）
· 府域では、ダイオキシン類について土壌環境基準を超過する汚染や他の有害物質との複合汚染の事例が土地の形質変更等を契機として判明していたことから、これらの汚染に対してより機動的に対応するため、平成15年に条例に土壌汚染対策に関する規定を設けた当初から、法が対象とする26物質に加えて、ダイオキシン類を含めた27種の管理有害物質を対象物質としてきた。
· 条例は、対象物質について、有害物質使用施設の廃止時等における調査の義務、知事による区域指定、汚染の除去等の措置に関する指示等の規定を設けている。
· このため、施設の廃止時等における調査によって管理有害物質の基準不適合が判明した土地については、条例に基づいて区域指定を行うこととなる。
（自主調査の結果に基づく区域指定の申請）
· 平成21年に土壌汚染対策法が改正され、法の対象物質について、自主調査によって基準不適合が判明した土地について、区域指定の申請ができる規定が設けられた。
· これに対して、条例には自主調査結果に基づく区域指定の申請に関する規定を定めていないため、法が対象とする26物質以外の管理有害物質については、自主調査によって基準不適合が判明した土地について区域指定を行う方途がない。このため、現在、ダイオキシン類については区域指定の申請が行えない。
2） ダイオキシン類による区域指定の状況
· 条例が制定された平成15年以降、3,000㎡以上の土地の形質変更時の届出は全体で3,633件あり、土地の利用履歴からダイオキシン類の調査を実施した217件のうち、ダイオキシン類による汚染が判明して区域指定したものは５件である。
· ダイオキシン類対策特別措置法に定める特定施設の廃止を契機とした調査においては、ダイオキシン類による汚染が判明した事例はない。
· ダイオキシン類について区域指定した５件のうち、２件については掘削除去の措置が実施されて区域指定が解除されており、現在、指定されているものは３件である。
3） 自主調査によるダイオキシン類についての基準不適合の判明状況
· 平成27年度において、自主調査等の指針に基づいて実施された自主調査50件のうち、基準不適合の土壌が判明したものは27件であり、このうちダイオキシン類についての基準不適合は２件であった。
· ダイオキシン類が基準不適合の２件のうち１件については自主措置を実施しており、他の1件については既存建物が残ったまま第三者が立ち入ることができない状態で管理されている。
· また、近年、自主調査によってダイオキシン類の基準不適合が判明した土地所有者から、本来は区域指定を受けた上で、法令に基づいて対策を講じることが望ましいとする意見が述べられた事例がある。
4） 自主調査の結果に基づく管理有害物質に係る区域指定の申請のあり方
· 自主調査によって法が対象とする26物質以外の管理有害物質についての基準不適合が判明した土地については、土地所有者に法令に基づき対策を講じる意向があっても、法の対象物質における基準不適合とは異なり、区域指定を行うことができないという課題が生じている。
· このため、自主調査をより有効に活用して土壌汚染による環境リスクの管理及び低減を図る観点から、自主調査によって法が対象とする26物質以外の管理有害物質の基準不適合が判明した土地について、土地所有者が知事に区域指定の申請を行えることとする規定を条例に設けることが適当である。

（4） 汚染土壌処理業の許可の申請に関する指導指針
1） 大阪府が定めている指導指針の概要
· 平成21年４月の法改正により、汚染土壌処理業の許可制度が創設され、平成21年10月に他の改正事項に先行して施行された。
· 法では、汚染土壌処理業の許可基準として、有害物質の飛散、地下浸透、悪臭発散を防止する施設の構造とすること、申請者が汚染土壌の処理に関する技術的な能力及び経理的基礎を有すること等が定められている。
· 大阪府は、汚染土壌処理業の許可においては関係住民の理解を得ることが重要であることから、許可申請に先立ち、施設の設置に伴う生活環境への影響を調査させるとともに、環境配慮に関する計画を作成させて、それらを関係住民に説明し意見を聴くこととする指導指針を定めている。
· 大阪府が定めている指導指針に基づく手続のフローを図３に示す。計画の縦覧及び説明会の実施
・設置等及び維持管理に関する計画
・公害の防止に関する計画
・環境配慮に関する計画

許可申請

環境配慮計画の作成
生活環境影響調査の実施
関係住民の意見の聴取

知事との事前協議
・上記三つの計画に関する事項
・縦覧及び説明会に関する事項
・聴取した意見に関する事項














図３　大阪府の指導指針に基づく手続のフロー

2） 汚染土壌処理施設の設置状況
· 府域における汚染土壌処理施設の施設数は、表５に示すとおり平成22年度に3件の当初許可を行って以降、平成29年９月１日現在で10件となっている。

表５　大阪府域における汚染土壌処理業に係る許可件数の推移
	年度
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29
	合計

	許可
件数
	３
	２
	０
	１
	１
	３
	０
	０
	10



· 処理施設の所在地は、大阪市、堺市、岸和田市、和泉市、高石市、枚方市の６市である。
3） 府内における汚染土壌処理業の許可の申請に係る事前指導の状況
· 平成21年４月の法改正において、汚染土壌処理業の許可制度が他の改正事項に先行して施行された際、この指針は、自主調査等の指針とは異なり、条例には規定せず大阪府が府の所管区域に限って指導を行う指針として定めたものである。
· このため、府域で法を所管している29自治体では、汚染土壌処理業の許可に係る事前指導をそれぞれ独自に行っており、府内統一的に指導を行っているものではない。市町村における指導指針の策定状況は、表６に示すとおり政令市と府が権限を移譲している市町村の計28市町村のうち、26市町村で指導指針を策定している。
表６　指導指針を策定している市町村数
	
	策定している
	策定していない
	計

	政令市
	９
	２
	11

	権限移譲市町村
	17
	－
	17

	合計
	26
	２
	28



· 府と政令市の指導指針の主な相違点を表７に示す。権限移譲市町村における指導指針については、全て大阪府と同一の内容である。





表７　大阪府と政令市の指導指針の主な相違点
	
	大阪府
	政令市

	事前協議書の提出時期
	計画の縦覧及び説明会の実施後
	計画の縦覧及び説明会の実施前（４市）

	説明会の実施時期
	縦覧期間中
	縦覧期間後（１市）

	関係住民の意見の取扱い
	事業者の見解を知事に報告する。
	事業者の見解を市長に報告するとともに住民に示す（２市）。

	関係住民の意見の聴取期間
	縦覧期間及びその終了後２週間
	縦覧期間中（２市）

	事前協議結果の通知及び
事業者の対応
	知事が事業者に生活環境の保全に係る意見を通知する。
事業者は協議の結果を尊重し、必要な措置を講じた上で許可申請を行う。

	市長が事業者に生活環境の保全に係る意見を通知する。
事業者は、市長の意見を勘案し、事業計画を修正して提出する。意見が勘案されていないと認めるときは、事業計画の変更を勧告できる（１市）。



· これまでに設置された汚染土壌処理施設においては、周辺地域の生活環境の保全上の支障は生じていない。事業者と関係住民との間で生活環境の保全の観点からのコミュニケーションがとられたこと等、指導指針に基づく行政指導に一定の効果があったと考えられる。
4） 他府県における汚染土壌処理業の許可の申請に係る事前指導の状況
· 他府県における汚染土壌処理業の許可に係る事前指導の状況は、表８に示すとおりである。
表８　他府県における事前指導の状況
	
	都道府県数

	指針等を策定して指導
	20（11）

	
	条例
	１（１）

	
	指針または要綱
	19（10）

	指針等は策定していない
	27（14）

	合計
	47（25）


　　　　※括弧内は汚染土壌処理施設が所在している都道府県数
· １県で条例において事前指導の手続を定めており、前回の法改正により汚染土壌処理業の許可制度が先行して開始された後の平成22年４月に施行している。

· 当該県では、条例に事前指導の手続を定めることにより、
· 生活環境影響調査等を実施する根拠が明確になり、生活環境の保全に配慮した適切な対策を効果的に実施することができている。
· 条例に根拠をおくことによって、権限を移譲している市町村においても、手続が統一的に行われており、これにより県全域で効果的な指導を行えている。
としている。
· また、19都府県では、条例に根拠をおかない指針や要綱による指導を行っている。このうち９都府県は、大阪府と同様に、土壌汚染対策に関する条例を制定している。
これらの都府県では、
· 前回の法改正において、汚染土壌処理業の許可制度が他の改正事項に先行して施行されたことから、条例には位置づけず指針または要綱により指導することとした。
· 産業廃棄物処理施設に関して事前指導の要綱を策定しており、汚染土壌処理施設の事前指導についても同様の要綱により指導することとした。
としている。
5） 汚染土壌処理業の許可の申請に関する指導指針のあり方
· 汚染土壌処理業の許可申請に先立ち、指針を設けて環境配慮に関する計画の作成等を指導することは、大阪府を含む多くの都府県で行われている。この指針による事前指導は、周辺地域の生活環境の保全の観点から重要であり、一定の効果が得られていると考えられる。
· しかしながら、
· 大阪府と政令市とでそれぞれ独自の指導を行っており、府内で統一的な指導が行われていない。
· 指導の根拠が明確でないことから、事業者にとって、必ずしもわかりやすい指導とはいえない。
といった課題がある。
· このため、府内で統一的な指導が行えるよう、指導指針の内容について政令市との調整を行い、条例に根拠をおく指導指針とすることが適当である。




Ⅲ-３　実効性の確保
· 本制度の実効性を確保するため、汚染除去等計画の変更命令に違反した場合や、汚染の除去等の措置の実施制限に違反した場合、要届出管理区域の形質変更の事後届出を行わなかった場合等には、罰則を科すことが適当である。　
· また、土壌汚染状況調査についても、これを実施しなかった場合や虚偽の報告をした場合には勧告を行い、勧告に従わない場合には必要に応じて違反者の氏名及び勧告の内容を公表できるようにすることが適当である。






























おわりに

本部会は、平成29年６月６日に環境審議会が諮問を受けた、改正された土壌汚染対策法と整合した生活環境保全条例に基づく土壌汚染対策のあり方について、専門的な見地から慎重に審議を行ってきた。
本報告（素案）は、平成29年12月の第一次報告の後に４回にわたって審議した結果を取りまとめたものである。
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